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平成 28 年 5 月 24 日 

 

 文部科学大臣 馳 浩 様 

  

図書館友の会全国連絡会  代表 福富洋一郎 

 （住所省略） 

その他賛同８８団体 

 

 

公立図書館の振興を求める要望書 

 

私たちは公立図書館の振興発展を願い、全国各地で活動を行っております。また、国に対して

も公立図書館の振興について毎年要望してまいりましたが、この要望を真摯に受け止め、ご尽力

いただいておりますことに対し心からお礼を申し上げます。 

 

今日、地方公共団体の財政悪化が引き続く中で、資料費などの図書館経費削減、また、経費削

減のための指定管理者制度導入など公立図書館運営の民営化が進み、公立図書館は疲弊し、困難

に直面しているように私たちは感じております。 

我が国の公立図書館数は 2270 館（平成 7年度）から 3241 館(平成 27年度)へと、１千館近い

館数の増がありました。このことは大変喜ばしいことですが、この５年余り頭打ちの状態です。

その内情を見ると、図書館の貧しさが進行しているように見えます。公立図書館総体の資料費予

算額は 321 億円（平成 17度）から 291 億円(平成 27年度）へと減少し、1館当たりの資料費予

算額は 1096 万円から 897 万円にまで落ち込みました。 

職員数は、正規雇用は 1万 4206 人(平成 17年度）から 1万 485 人(平成 27年度)に 26％減少

し、一方、非正規雇用の非常勤・臨時職員(年間実働時間 1500 時間を 1人として換算)は、1万

3257 人(平成 17年度)から 1万 6575 人(平成 27年度)に 25％増加しました。しかし、この間に最

も変化したのは、民営化された図書館で働く職員（年間実働時間 1500 時間を 1人として換算)

で、2358 人（平成 17年度）から 1万 666 人（平成 27年度）と、4.5 倍に急増しました。非正規

職員のほとんどが短時間勤務、1年有期雇用、最低賃金に近い賃金で働いています。図書館運営

の要となるべき図書館職員が不安定雇用、低賃金の職員に置き換えられ、図書館を支える人材を

育成する基盤は崩壊しつつあるように見えます。 

これら公立図書館の貧困化を反映して、公立図書館の貸出総数は平成 22年あたりから後退し

始めるという事態が起きてしまいました。平成 22年度に 7億 1647 万点あった貸出総数は平成

26年度には 6億 9065 万点に、2600 万点近くも減じました。 

（統計数値は日本図書館協会の調査による） 

これまで我が国の公立図書館は、ゆっくりとしたペースであったものの着実に発展を続けてき

ました。それは、昭和 25年の図書館法の成立から現在に至るまで、多くの人々の努力の積み重

ねによるものと考えています。それでも G7と呼ばれた国々の中で格段に立ち遅れている実態は

広く知られており、国民としてはとても歯がゆいことです。しかし、G7 の国々においても、国
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や地方、市民、図書館員などが、長い年月をかけて築きあげたものであり、この努力を抜きにし

て、図書館の発展はないと考えます。市民が自ら調べ、考え、判断して課題を解決していくため

の地域における資料・情報の拠点として、民主主義社会を支える根幹となる図書館はそのように

して生まれてくると考えます。 

 

現在の公立図書館はとても看過できない状況にあります。国が、今日の状況に照らして、地方

公共団体の図書館の振興、発展のための施策を行うことが求められています。今回、大きく 2

つの課題について下記の通り要望いたします。ご多用のところ恐縮ですが、6月末日までに図書

館友の会全国連絡会代表宛に文書でご回答をお願いします。 

 

記 

 

１．公立図書館の管理運営を指定管理者制度等民営化の対象から除外してください 

 

平成 20年 6月、社会教育法等の改正時、衆議院文部科学委員会が「人材確保およびその在

り方について、指定管理者制度の導入による弊害についても十分配慮し、検討すること」、ま

た参議院文教科学委員会が「人材確保およびその在り方について検討するとともに、社会教育

施設の利便性を図るため、指定管理者制度の導入による弊害についても十分配慮して、適切な

管理運営体制の構築を目指すこと」の附帯決議を行い、渡海文部科学大臣（当時）から「公立

図書館に指定管理者制度はなじまない」との国会答弁がありました。 

これらの附帯決議については、附帯決議冒頭において「政府及び関係者は特段の配慮をなす

べきである」と書かれています。しかし、これまでの 8年間、それらに対応した施策が行われ

たようには見えません。この間、これらの警鐘を省みることなく、指定管理者制度導入など図

書館の民営化を強引に進める地方公共団体は後を絶ちません。しかも住民には十分な説明がな

いまま、今も民営化が進んでいます。 

 平成 27年 8月、指定管理者制度導入の成功例として全国的に喧伝された九州の都市において、 

大量の中古書が購入されていたことが発覚し大きな問題になりました。続いて 9月、同一の民 

間事業者が指定管理を受けた関東の都市においても、不適切な蔵書購入が問題となり、図書館 

としての社会的使命を果たすよりも、自社の利潤拡大を最優先させていることが、多くの人の 

目の前に明らかになりました。私たちは、本の流通に関係する業者が指定管理者になり、本の 

選定・購入権を委ねれば、営利を優先した資料の選定・購入が起きるだろうと危惧してきまし 

たが、問題の一端が現れたと考えています。 

 以上のことから私たちは下記 3点を要望します。 

 

（１）平成 27年 11月、総務省は「経済・財政一体改革の具体化・加速に向けた地方行財政の

取組について」の中で、図書館等の教育機関に平成 29年度以降トップランナー方式導入を

検討すると記しました。トップランナー方式を導入すれば、地方交付税の中の図書館算定

分が削減され、図書館への指定管理者制度導入が促進されてしまいます。経費削減と引き

換えに図書館の設置目的が損なわれることのないように、図書館にはトップランナー方式
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を導入しないように働きかけてください。 

（２）当面、公立図書館を所管する文部科学大臣として、公立図書館の振興を図るために、指

定管理者制度について、平成 20年の文部科学大臣答弁を超える表明を行ってください。ま

た、公立図書館を指定管理者制度の対象から除外する施策を実施するようにしてください。 

（３）指定管理者制度を導入した図書館の実態を調査し、その問題点を明らかにし、適切な管

理運営体制を構築するための施策を講じてください。 

 

２．公立図書館に図書館協議会を設置する法改正を行ってください 

 

 図書館協議会に関し平成 27年 5月に提出した私たちの要望に対して、ご尽力いただきました

ことに感謝申しあげます。改めて申し上げるまでもなく、図書館法に規定する図書館協議会は、

公立図書館がその地域に即したサービス・活動を展開するために必要不可欠な制度です。しかし、

任意設置であるために設置しない市区町村が多数あり、また、類似の組織を設置し図書館協議会

の肩代わりをさせるなど、図書館協議会の重要性が十分に認識されていないのは残念なことです。 

 先ずは国において全国の図書館協議会の現状をしっかりと把握し、図書館協議会が図書館の振

興発展に力を発揮できるようにするための有効な施策を行ってください。 

この図書館協議会に関し、私たちは下記３点を要望します。 

 

（１）図書館法第 14 条第 1 項「公立図書館に図書館協議会を置くことができる。」を「公立図

書館に図書館協議会を置く。」に改正して下さい。また、図書館協議会委員の任命はいわゆ

る公募枠を設ける法改正等の措置を行ってください。 

（２）地方交付税措置に関し、市町村立図書館の図書館協議会委員の報酬に関して、都道府県立

図書館と同様に積算根拠に明記することについて、総務省とともに引き続き取り組んでくだ

さい。 

（３）平成 27 年度実施の「公立図書館の実態に関する調査研究」のとりまとめをなるべく早く

公開してください。 

以上 

  

連絡先  図書館友の会全国連絡会事務局長 船橋佳子 

 

※個人情報保護の観点より事務局等の連絡先はホームページでは非公開とさせていただきま

す。お問い合せは図友連 HP http://totomoren.net/メールフォームよりお願いいたします。 



1 北海道 のぼりべつの図書館を考える会 36 石川県 小松市立図書館友の会

2 北海道 特定非営利活動法人　ゆめの種子トーペッ 37 岐阜県 図書館の未来を考える会

3 北海道 藤野地域に図書館づくりをすすめる会 38 静岡県 静岡図書館友の会

4 北海道 札幌の図書館づくりをすすめる会 39 愛知県 りぶらサポータークラブ

5 北海道 札幌地区子どもの本連絡会 40 京都府 宇治市図書館友の会

6 北海道 私たちと図書館をつなぐ会・くしろ 41 大阪府 くまとり読書友の会

7 宮城県 仙台にもっと図書館をつくる会 42 大阪府 高槻にみんなの図書館をつくる会 

8 福島県 福島市の図書館を育てる市民の会 43 兵庫県 三田市の図書館を考える市民の会＊

9 福島県 図書館のＴＯＭＯみなみそうま 44 兵庫県 図書館ともの会・三木

10 茨城県 守谷　図書館と歩む会 45 兵庫県 ささやま図書館友の会　

11 栃木県 街づくり市民ネットとちぎ＊ 46 兵庫県 神戸・図書館ネットワーク

12 栃木県 図書館の指定管理に関する学習会＊ 47 鳥取県 図書館友の会・米子

13 栃木県 栃木子どもの本連絡会＊ 48 島根県 はまだ図書館友の会

14 埼玉県 杉戸町図書館友の会 49 山口県 図書館友の会山口県連絡会

15 埼玉県 春日部市図書館友の会 50 山口県 下関図書館友の会 

16 千葉県 としょかんふれんず千葉市 51 香川県 香川県子ども文庫連絡会

17 千葉県 おーい図書館 52 福岡県 図書館フレンズ粕屋

18 東京都 江東区図書館友の会 53 福岡県 身近な図書館の会・福岡

19 東京都 世田谷の図書館を考える会 54 福岡県 宮若市の図書館友の会

20 東京都 東京の図書館をもっとよくする会 55 福岡県 かばーる・ほ ＊

21 東京都 町田の図書館活動をすすめる会 56 福岡県 フォーラム「住民と図書館」＊

22 東京都 多摩市に中央図書館をつくる会 57 佐賀県 図書館を友とする会・さが　

23 東京都 立川の図書館を考える会 58 佐賀県 武雄市図書館・歴史資料館を学習する市民の会

24 東京都 中野の図書館を考える会 59 佐賀県 図書館フレンズいまり

25 東京都 東大和の図書館を考える会 60 長崎県 長与町の新しい図書館を想う会

26 東京都 日本親子読書センター 61 長崎県 アエルいさはや中央商店街＊

27 神奈川県 つづき図書館ファン倶楽部 62 長崎県 諫早おはなしの会＊

28 神奈川県 図書館とともだち・鎌倉 63 長崎県 諫早コスモス音声訳の会＊

29 神奈川県 図書館フレンズ・逗子 64 長崎県 絵布の会＊

30 神奈川県 私たちの図書館を考える会・逗子 65 長崎県 諫早としょかん友の会＊

31 神奈川県 港北図書館友の会 66 長崎県 諫早学校図書ボランティアネットワーク「心のたね」＊

32 神奈川県 川崎の図書館ともの会＊ 67 長崎県 西諫早こどもの本を楽しむ会「ぐるんぱ」＊

33 神奈川県 ヨコスカ図書館の会＊ 68 長崎県 いちごの会＊

34 神奈川県 生きた学校図書館をめざす会川崎　＊ 69 長崎県 諫早こども劇場＊

35 富山県 富山県図書館を考える会 70 長崎県 諫早市の学校図書館の充実を願う市民の会＊
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71 長崎県 絵本の病院　ぶっくる＊ 80 長崎県 千々石ミゲル会・諫早＊

72 長崎県 ビジネス情報支援図書館懇話会＊ 81 長崎県 諫早史談会＊

73 長崎県 ゆめポケット＊ 82 長崎県 諫早図書館利用者団体連絡協議会＊

74 長崎県 まゆみの会＊ 83 大分県 別府市の新しい図書館を実現する会

75 長崎県 あそびの森＊ 84 大分県 児童文学と科学読物の会＊

76 長崎県 伊東静雄研究会＊ 85 全国 学校図書館問題研究会＊

77 長崎県 びぶりおの会＊ 86 全国 学校図書館を考える全国連絡会＊ 

78 長崎県 うないさん隊＊ 87 全国 ツタヤ図書館問題全国連絡会＊

79 長崎県 ＮＰＯ法人　としょかん広場 88 全国 親子読書地域文庫全国連絡会＊

＜2016年要望書賛同個人＞　４６名(９名）　(　 )内は会員以外の賛同者数、内数

　　　　　　　　　　　＊印は図書館友の会全国連絡会会員以外の賛同団体です。

北海道１  山形１  茨城２  栃木５(３)　埼玉３  千葉 ２(１） 東京５(２） 神奈川６(１） 長野１  愛知１　三重１

京都２  大阪３  兵庫２  広島１  山口１  香川１  福岡２  佐賀１(１） 長崎２(１） 大分２  沖縄１

賛　同　団　体　一　覧　（２）


